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犯罪被害者の援助要請行動に関する研究の概観
一性犯罪被害者における援助要請行動の要因一
浅野敬子
はじめに
性暴力が性犯罪被害者に与える精神的影響の大きさが国内外で示されている (Boudreauxet 
al., 1998 ; 安藤ら， 2000)。犯罪被害者が継続してメンタルヘルス・サービスを利用した場合、
症状が有意に軽減したという研究結果 (Norriset al., 1990)があり、サービスの利用に需要のあ
る被害者をメンタルヘルス・サービスに結びつけることは軍要であると考えられる（中島・白井，
2007)。自分の力では解決できない困難な場面や問題に直面した個人が他者に援助を求めること
は援助要請 (help-seeking) というが（相川， 1987)、犯罪被害者の援助要請行動 (help-seeking
behavior)に関する研究は我が国ではほとんど行われていない。本稿では、犯罪被害者の援助要
請行動に関する研究および性犯罪被害者における援助要請行動の要因に焦点をあてて、国内外の
諸研究を概観する。
1■ 性犯罪の被害率について
2004年に制定された犯罪被害者等基本法（以下、基本法）により、犯罪被害者および犯罪被
害者の家族や遺族（以下、犯罪被害者）は「個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処
遇を保障される権利を有する」（基本法第3条）ことが明文化された。これにより、犯罪被害者
の精神健康の回復は我が国の重要な課題となったが、施行5年目を迎えた2010年の犯罪被害者
等基本計画（以下、基本計画）の見直しでは、重要な論点の一つとして、メンタルヘルスに対す
る取り組みの更なる充実が挙げられた（内閣府， 2010)。特に性犯罪被害者のメンタルヘルスに
ついて更なる支援の必要性が議論されている。犯罪白書によると、平成20年の我が国の強姦の
認知件数は 1,582件（被害発生率2.4%)、強制わいせつは7,111件（同 10.6% (女子）、 0.3%
（男子）） 1である（法務総合研究所， 2009)。被害率をみると、一般成人女性を対象としだ性暴力
の調査では、強姦被害率は6.9% (笹川ら， 1998)や8.3% (安藤ら， 2000) と報告されている。
内閣府 (2008)の調査でも、成人女性のうち 7.3%が異性から無理やり性交されたことがあると
回答しており、強姦の認知件数と被害率は一致していない。
海外では、米国における 18歳以上の女性を対象とした調査では、少なくとも 53.0%が少なく
とも 1回以上の性犯罪被害を経験し、そのうちの強姦被害率は23.3%、強姦未遂は 13.1%を占
めていた (Kilpatrick,1987)。また、米国の一般人口を対象とした大規模調査 (Kessleret al., 
1995)では、強姦の被害率は9.2%、強制わいせつでは12.3%であった。警察への通報率は、あ
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らゆる犯罪被害のうち、強姦被害者による通報率が最も低い (7.1%)との報告があり
(Kilpatrick, 1987)、国内外ともに、警察への通報件数ど性犯罪被害の実数には隔たりがあると考
えられる。
2■ 性犯罪被害者のメンタルヘルス
2.1. 性犯罪被害者のメンタルヘルス
犯罪被害者は、犯罪被害後にPTSD(Posttraumatic Stress Disorder)、大うつ病、不安障害、
アルコール関連障害、複雑性悲嘆など、精神疾患の有病率が高いことが国内外の多くの研究によ
り示されている (Kessleret al., 1995 ; Kilpatrick et al., 2003 ; 佐藤， 1998;白井ら， 2005など）。
中でも性犯罪被害の精神的影響については、 1970年代より rape-traumasyndromeとして指摘
されている (Burgess& Holmstorm, 1974)。Boudreauxet al. (1998)は一般成人女性を対象にし
た調査で、強姦被害者は強迫性障害、社交不安の有病率が有意に高いことを示し、 Dancuet al. 
(1996)は、性犯罪被害者が他の暴力犯罪の被害者に比べて解離反応が高いことを報告した。強
姦被害者における PTSDのlifetimeprevalence (生涯有病率）はResnicket al. (1993)の全米女
性を対象とした調査では32.0%、Kessleret al. (1995)の調査では女性45.9%、男性65.0%であ
り、性暴力が被害者に与える精神的影響の大きさが実証されている。我が国の研究においても、
性犯罪被害が被害者に及ぼす精神的後遺症が重大であることが報告されている（廣幡ら， 2002
など）。
2.2. 性犯罪被害者のメンタルヘルス・サービスの利用
我が国の犯罪被害者によるメンタルヘルス・サービスの利用は、犯罪被害者実態調査報告書
(2003)によると、事件から 2-4年経過した犯罪被害者のうち「カウンセリングが必要」は
60.3%、「カウンセリングを受けた」は7.8%であった。そのうち、性犯罪被害者は75.2%が
「カウンセリングが必要」と回答し、他の犯罪被害者らに比べて高い割合となったが、実際に
「カウンセリングを受けた」性犯罪被害者は16.4%であった。法務総合研究所が行った暗数調査
(2005)では、公的機関に性被害を申告する人の割合は 14.8%と低い結果となった。内閣府の調
査 (2008)では、異性から無理やり性交されたことがあると回答した成人女性のうち 62.6%が
「どこ（だれにも）相談しなかった」と回答した。
海外研究では、性犯罪被害者のメンタルヘルス・サービスの利用率は約20-50%と報告され
ている。 (Kimerling& Calhoun, 1994 ; Freedy et al., 1994)、犯罪被害者のメンタルヘルス・サー
ビスの利用率にばらつきがみられるのは、犯罪の内容や刑事司法の関与、被害からの時期が関係
すると考えられる（中島・白井， 2007) とともに、後述する援助要請行動に影響を与える諸要因
が関係している。メンタルヘルス・サービスの利用回数については、性犯罪被害者のカウンセリ
ングのセッション数は他の犯罪被害者に比べて有意に多いと報告されている (Newet al., 2000)。
性犯罪被害者のカウンセリングセッション数が多いことは、被害による精神的ダメージが多大で
あることを裏付けるものであり、性犯罪被害者に対して、精神的ケアを含めた長期間にわたる支
援が必要であることが示唆される。
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3■ 犯罪被害者の援助要請行動
メンタルヘルスに関する問題を抱えながら専門の相談機関に援助を求めない現象は、“サービ
ス・ギャップ"(Service gap) と呼ばれている (Stefl& Prosperi, 1985)。メンタルヘルス・サー
ビスを必要とする性犯罪被害者が専門の相談機関等に援助を受けることが促進されるためには、
このようなギャップを生じさせる要因について検証し、犯罪被害者の援助要請行動を阻害する要
因が解消されることが課題の一つであると考えられる。
3.1. 犯罪被害者の援助要請行動の諸要因
援助要請は、医療や福祉の現場、教育現場、そして日常場面のあらゆる側面において、さまざ
まな形で見出すことができる（相川， 1989)。援助要請行動の研究は各分野に渡り、行動医学の
分野では病気対処行動としての受療行動（宗像， 1991)として、心理学の分野では、社会心理学、
教育心理学およびメンタルヘルス等の領域において研究が行われている。水野・石隈 (1999)は、
米国におけるメンタルヘルス領域の援助要請行動に関する研究をレビューし、援助要請の生起に
影響を与える要因を 1)デモグラフィック要因、 2)ネットワーク変数、 3)パーソナリティ変数、
4)個人の問題の深刻さ・症状の4領域に分類した。犯罪被害者の援助要請行動に影響を与える
要因については、海外で多数の研究がなされている (Mccartet al., 2010)。
高野・宇留田 (2002)は相川 (1989)の援助要請の生起過程のモデルを「問題の認識と査定」、
「援助要請の意思決定」、「援助を受ける」の 3段階に分けて、学生サービスにおける援助要請行
動の生起プロセスをモデル化した。犯罪被害者の場合、被った事態を犯罪被害と認識することが
前提となるため、問題を認識する段階を重視し、犯罪被害者における援助要請の生起過程のモデ
ルでは「問題の認識」、「問題の査定」、「援助要請の意思決定」、「援助を受ける」の4段階（以下、
生起過程4段階）とすることを想定する。犯罪被害者の援助要請行動の諸要因については、
McCart et al. (2010)がレビューした犯罪被害者の援助要請行動に及ぼす要因を、著者の判断で
生起過程4段階ごとに分類し、犯罪被害者の援助要請モデルとその要因を図にまとめた（図 1)。
犯罪被害者の援助要請行動に影響を与える要因として、性差、年齢、教育レベル、ソーシャル
サポートの有無などは、一般のメンタルヘルス領域と同様の傾向がみられた（水野・石隈，
1999 ; McCart et al., 2010)。一方、犯罪被害者に特有な要因としては、加害者一被害者関係、犯
罪タイプ、被害の重症度、暴力特性（武器使用の有無）、身体障害の有無、犯罪被害者と同定さ
れることに対するステイグマなどがある (McCartet al., 2010)。犯罪被害は他者によって意図的
に実行されるものであり、司法制度を通じて被害が軽減される可能性があるなど、犯罪被害者の
援助要請行動には、他のタイプのトラウマに曝された個人とは異なる傾向があると指摘されてい
る (McCartet al., 2010)。援助要請行動には文化差が報告されており（水野・石隈， 1999; 
Mccart et al., 2010)、我が国における犯罪被害者の“サービス・ギャップ”を解消するためには、
犯罪被害者に特有な援助要請行動の阻害要因を国内で検証することが重要であると考えられる。
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第 1段階【問題の認識】
······················••················· 
〈被害以前からある特徴〉
性別、被害年齢、民族性、
教育歴、文化的背景、
性的志向性、配偶者の有無
〈問題の認知〉
犯罪被害の認知、 PTSD
加害者一被害者関係 など
第2段階【問題の査定】
, ............................... , i〈問題の重要性・緊急性〉
；犯罪タイプ、被害の重症度、
： i暴力特性（武器使用の有無）、 i 
： i身体障害の有無 ： 
i〈問題解決能力〉
： 
iィンフォーマルなサポート、 i ： iソーシャルサポートの有無など；
第3段階【援助要請の意思決定】
〈意思決定〉
恐怖、恥、困惑、自尊心、精神症状の有無、
スティグマ（精神疾患者、犯罪被害者との同定による）、
加害者との関係（同居の有無、経済的依存度）、
子どもの有無、移民、言語、サービスの認知、
コスト、保険加入の有無、治療の認知、
リファーの有無、時間的負担
第4段階【援助要請を受ける】
1: 援助要請に及ぼす要因： , ...... .
図1 犯罪被害者における援助要請の生起過程モデルと援助要請に及ぼす要因
相川 (1989)の図を元に作成
3.2. 性犯罪被害に特有の援助要請行動を抑制する要因
メンタルヘルス・サービスの利用を抑制する要因として、ステイグマの存在が指摘されている
(Komiya, 2000 ; Corrigan, 2004など）。スティグマとは、否定的なステレオタイプが抱かれ、差
別や偏見のような否定的な社会的アイデンテイティをもたらす属性（上瀬， 2002) とされ、
Komiya (2000) らは、精神疾患を有するとラベリングされる意のステイグマについて検証して
しヽる。
他方、性犯罪被害にはレイプ神話 (rapemyth) という性犯罪被害に特有の偏見があることが
指摘されている (Burt,1980)。レイプ神話は「レイプ被害者に敵意のある風潮をもたらすような、
レイプやその被害者および加害者について、偏見を抱かせる、ステレオタイプ化された、あるい
は誤った思い込み」 (Burt,1980 ; 筆者訳）であり、性犯罪被害者は被害を被った側にも関わらず
責任や落ち度を問われ、被害によって受けた傷や苦痛を増大させる (Burt,1980)。レイプ神話は
性犯罪被害者に対して否定的な社会的アイデンティティをもたらす属性であり、性犯罪被害者に
対するステイグマであるといえる。スティグマによって自尊心や自己価値が低下することが指摘
されており (Corrigan,2004)、レイプ神話を容認することで被害者の自尊心は低下し、援助要請
行動が抑制されると考えられる。レイプ神話というステイグマが性犯罪被害者のメンタルヘル
ス・サービスの利用を阻害する要因となるかについては、更なる検証が必要である。
おわりに
性犯罪被害者は、被害から臨床機関に来院するまでの平均期間が94.5土88.0ヶ月であるなど、
長期にわたって症状に苦しんでいる（廣幡ら， 2002など）。一方、暴力被害者が医療者によって
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メンタルヘルス・サービスを紹介されるとサービスを利用する傾向が高くなることや、家族や友
人からインフォーマルなサポートをより高く受けた場合に犯罪被害者がサービスを利用する傾向
が高くなるという報告もある (McCartet al., 2010)。性犯罪被害者をメンタルヘルス・サービス
に結びつけるためには、被害者本人に対して啓発的働きかけるだけではなく、医療の専門職や家
族、友人など、社会全体に対しで性犯罪被害の現状と対策の必要性について理解を深める働きか
けが重要だと考える。
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